
わが国では、すでに少子高

齢化が進行し、総人口では

2008年をピークに減少し始め、

同時に東京一極集中の流れも

続いている。その結果、地方

ではより大きく人口減少が進

行し、とくに若い世代がより

少なくなっている。その結果、

地域の産業の継続、地域社会

の維持などが困難になりつつ

ある。

本号(No.9)では、そうした

状況を踏まえながら、能登半

島地震からの復興に際して、とくに能登地域における持

続可能な地域社会の形成をいかに努めることができるの

かについて考察しようとするものである。

表１に石川県における地域別の2000年から2020年まで

の人口の推移、2030年からの人口予測を示している。そ

れによると、全国では2000年から2010年まで0.9%の微増

であるが、2015年以降減少している。石川県は2000年以

降継続して減少している。県内４地域では、石川中央(金

沢市、かほく市、白山市、野々市市、津幡町、内灘町)の

みが2020年まで2000年より3.5%増加し、2025年以降は減

少しているが、他の３地域では2000年以降継続して減少

している。

それらの３地域のうち、能登北部(輪島市、珠洲市、穴

水町、能登町)では2020年までに2000年比で68.4%と2/3近

くまで減少し、予測においても減少傾向は続き、2050年

では2000年比で28.8%と実に３割以下になっている。能登

中部(七尾市、羽咋市、志賀町、宝達志水町、中能登町)

においても減少傾向は大きく、2020年で78.7%、2050年で

は42.5%となっている。

石川中央(金沢市、かほく市、白山市、野々市市、津幡

町、内灘町)では2020年で103.5%、2050年で90.4%であり、

南加賀(小松市、加賀市、能美市、川北町)では2020年94.

5%、2050年71.8%と相対的には減少傾向が小さい。

図１は2020年の人口を1.00として各地域の推移・予測

の傾向を示しているが、上記の傾向を明確に示している。

能登地域における人口減少は2000年以前よりみられた

ものである。例えば、輪島市では、1960年に57,224人で

あったが、その後減少し、2020年で24,608人と1960年比

40.0%と４割になっている文3)。また、珠洲市では、1950

年に人口38,157人でピークを迎え、その後、継続して減

少して来ている文4)。1950年のピーク時人口に比較すると、

2020年で33.9%、2050年の予測人口は5,083人、13.3%でし
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持続可能な地域社会の形成

図１ 人口の推移・予測(2000～2050年)注1)

◆人口・世帯の変化

表１ 石川県における人口の推移・予測注1)

※1：2000年～2020年は国勢調査による実績、2025年～2050年

は国立社会保障・人口問題研究所による予測

※2：2020年を1.00とした推移・予測



かない。

大変厳しい状況ではある。また、世帯データ

は少子高齢化の状況を示している。表２に人口の

年齢構成割合の推移を示している。それによると、

石川県内のいずれの地域も2000年から2020年にか

けて少子高齢化が進行していることがわかるが、

とくに、能登地域でその傾向が強い。2020年ては、

能登北部で年少人口7.3%、生産年齢人口43.9%、高

齢者人口48.8%であり、能登中部では、同様に9.9%、

50.3%、39.8%である。なお、2020年の全国では、

11.9%、59.5%、28.6%である。

表３に2020年の一般世帯注4)に占める高齢者世帯の割合

を示している。それによると、能登北部では、「65歳以

上の単独世帯」21.1%、「夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦

のみ世帯」20.8%と高く、両者で高齢者世帯が約42%にも

なっている。能登中部でも同様に、それぞれ14.8%、17.4

%であり、両者で約32%になる。今後、こうした傾向がよ

り一層大きくなっていく。

2014年5月に日本創成会

議が消滅可能性自治体のリ

ストを発表し、人口減少社

会に伴う地域社会の持続可

能性に警鐘を鳴らし、「消

滅可能性」という刺激的な

用語もあり、大きな反響を

呼んだ。リストの作成には

「20～39歳の女性人口」の

推移に注目し、「2010年か

ら40年にかけて5割以下に減

る自治体を消滅可能性自治

体」とした。理由は、この

年齢の女性が子どもを大半

生んでいるからである注5)。

そのときのリストには石川県内において「消滅可能性

自治体」として、能登北部(輪島市、珠洲市、穴水町、能

登町)のすべての市町と、能登中部の中能登町を除く、七

尾市、羽咋市、志賀町、宝達志水町があげられていた。

本年４月に前回レポートから10年が経過し新しい「地

方自治体『持続可能性』分析レポート」文5)が発表された。

着目している「20～39歳の女性数」は同じであるが、今

回は「持続可能性」とし、社会移動を考慮しない「封鎖

人口」の予測も行い、両者を組み合わせてみることで

「若年女性の人口動向に影響を与えている要因が構造的

に分かり、地域特性に応じた人口減少対策の重要性が明

らかになる」としている。

表４にレポートによって類型化されたカテゴリーと石

川県内の該当市町を示している。それらの類型は、若年

女性の減少率が20%未満に留まる「自立持続可能性自治体」、

若年女性の減少は相対的に少ないが人口の増加分を他地

域からの人口流入に依存し当該地域の出生率がかなり低

い「ブラックホール型自治体」、前回と同様の「消滅可

能性自治体」、以上のカテゴリーに該当しない「その他

自治体」の４つである。

石川県内の市町では、表４に示すように、「消滅可能

性自治体」と「その他自治体」におおむね分類されてい

る。前回「消滅可能性自治体」とされた市町のうち、輪

島市、珠洲市、羽咋市が「その他自治体」になっている

が、いずれも「消滅可能性自治体に変わりがないが、若

年女性人口減少率が悪化」とされており、依然として

「消滅可能性自治体」である。

表５には、類型別に必要な対策をあげており、表中に

石川県の該当市町を示している。「自立持続可能性自治

体」とされた川北町以外は、「自然減対策が必要」か
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表３ 高齢者世帯の比率(2020年)注3)

表４ 持続可能性分析レポートの分類注6)

表２ 人口の年齢構成割合の推移注2)

◆消滅(持続)可能性の市町村



「社会減対策が必要」、

または、その両方が必

要と指摘している。と

くに、七尾市、輪島市、

加賀市、羽咋市、志賀

町、宝達志水町、穴水

町は「自然減対策が必

要」および「社会減対

策が極めて必要」とさ

れ、珠洲市と能登町は

「社会減対策が極めて

必要」とされている。

以上、今回のレポー

トによると、石川県内

の市町において、状況は改善されず、さ

らに対策していくことが重要であるとい

うことが指摘されている。とくに、他地

域からの移住施策に安易に偏ることなく、

地域の自然減の緩和および増加に真摯に

取り組むべきであるとしているように思

われる。

今回の地震災害により人口減少などの社会変化が5,6年

早めたのではないかと言われることがある。具体的な年

数を示すことは簡単ではないが、人口減少の推移から推

測してみたい。表６は、石川県による9月1日時点の人口

推計と対前年からの１年間の増減を示している。また、

2000年から2010年までと2010年から2020年までの人口増

減率も示している。

それによると、能登北部ではこの１年間において7.80%

もの減少率を示している。これは、2000年から10年間の

人口減少率の実に半分、2010年から10年間の1/3に相当す

る。したがって、近年の減少傾向を少なくとも３年程度

早めたことになる。能登中部においても対前年の減少率

は2.76%とやや少なくなっているが、それでも近年の変化

と比較すると少なくとも数年分に相当する。

なお、石川県の推計は届け出のあったものにもとづい

ているため、まだ届け出していないものがあると思われ、

また、９月の能登豪雨の影響を含まないため、実際はこ

れ以上の影響があり、人口減少などを早めたと思われる。

なお、石川県が県外の公営住宅に避難している世帯に

調査を行ったところ、「戻りたい」が52%あったが、「戻

らない」が実に38%にもなったことが報告されている注9)。

前節までは、人口・世帯の推移や予測を用いて実態を

示したが、実に深刻な状況があらためて明らかになった。

とくに、能登地域では地震前から少子高齢化や過疎に伴

う諸問題はみられたが、能登半島地震や９月の能登豪雨

災害はそうした傾向をより深刻化するようになっている。

したがつて、能登地域を復興してより持続可能な地域と

していくためには、従来的手法による復興だけでなく、

今回の復興を契機として持続可能な地域への再生するこ

とが重要である。

被災住宅の改修や建て替えの支援や災害公営住宅の提

供、および、既存の生業の再建支援だけでは、持続可能

な地域づくりには繋がらない。新しい事業の創出や他地

域からの誘致、担い手の育成、確保、移住者の誘致が基

本となる。

被災住民の意識調査においても、「高齢者が多く、人

口も減っている。将来展望が見えない(輪島市、40歳代男

性)」、「若者が戻ってくるような場所、産業が必要(能

登町、70歳代女性)」などの声が報じられている文8)。ま

た、「人がどんどんいなくなっている。もうみんな戻っ

てこないんじゃないか。ここで住み続けたいがなかなか

難しい(珠洲市、70歳代男性)」、「若者がたくさんいれ

ばいいが、働く場所が必要。企業誘致をしてほしい(輪島

市、60歳代男性)」、「若い人がこのままではどんどん減っ

ていく。建設業以外に仕事がほとんどない。働く場をつ

くり出していかないといけない(珠洲市、70歳代男性)」

などの声も報道されている文9)。

また、子ども達を対象とした意識調査では「復興のと

き、これまでの輪島にただもどすだけじゃなく、みんな

（市民）が実現したい夢のようなまちにしてほしい。

（輪島市、小6、男）」いう声もあった文10)。

前述の持続可能な地域づくりのための新規施策の展開

は国や県による直接的な事業が不可欠であると思う。
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表６ 石川県における人口増減注8)

◆持続可能な地域への復興に向けて

◆地震災害による影響

表５ 類型化の方法と石川県内の該当市町注7)



文11)(No.7)では、石川県創造的復興プランの

特徴と課題について論述したが、ここであらため

て同プランについて、持続可能な地域づくりの観

点からみてみたい。

同プランでは本編において創造的復興のための

４つの柱をあげ、具現化のための施策を別冊で説

明している。表７に４つの柱とそれらの具現化の

ための施策を示している。いずれも災害前の状態

に戻すことが基本となっており、残念ながら、前

述したような、能登地域における持続可能な地域

社会を形成するような施策はみられない。

また、震災復興の検証のために、能登半島地震

アドバイザリーボード会議が9月9日に開催されて

いるが、配布資料を見る限り、ほとんどが「リー

デングプロジェクト」を占めている注10)。同プロ

ジェクトは、No.7でも論述したように、新規性の

あるものに偏り、筆者からは、いずれも持続可能

な地域づくりに有効なものとは思えない。例えば、

同プロジェクトの一つは「復興プロセスを活かし

た関係人口」があげられ、二地域居住などによる

地域の活性化を内容としているが、二地域居住の

前にまず定住人口の増加や社会減対策が肝要であ

ると思われる。

持続可能な地域社会の形成のための創造的な施策は、

もちろん、当該地域に即して、また、社会的時代的に需

要されるものを考案していく必要がある。ここでは、こ

れまでの被災地域での具体的な施策事例を参考としてあ

げてみたい。

東日本大震災の復興においては、通常の復興事業の他

に、「福島イノベーション・コースト構想」をとりまと

め、福島復興再生特別措置法に位置づけて推進している。

内容は、重点分野としてエネルギー・環境、医療関連、

ロボット・ドローン、農林水産業、航空宇宙などとし、

それぞれ核施設を整備するなどとして取り組んでいる。

また、国直轄の福島国際研究教育機構を設立し、上記の

重点分野などに関連して、研究開発、産業化、人材育成

に取り組んでいる文14)。

新潟県中越地震の被災地では、東日本大震災の復興と

は異なるタイプの持続的な地域づくりの事例であるが、

復興基金を活用して、地域復興支援員約50人を派遣して

集落なとのコミュニティ単位での地域づくり支援に取り

組み、また、行政と地域住民と連携する中間支援組織を

設けて地域づくりに取り組んでいる。また、。被災後の

路線バス廃止を受けて、地域住民がほぼ全員NPO法人会員

になり、「山古志・太田地区生活交通協議会」を設けて、

復興基金を活用して地元住民による地域交通サービスを

提供している文15)。

熊本地震からの復興については、国による特別交付金

を活用した復興基金を活用するなどして、商業や農林水

産業の経営体育成支援、拠点地区の再活性化、町による

産業団地の造成と企業誘致などに取り組んでいる文16)。

本報告(No.9)では、石川県における被災地域、とくに

能登地域の状況について、人口・世帯の推移・予測など

を示し、過疎、少子高齢化が極めて厳しい状況にあるこ

とを示し、それを踏まえて、今回の復興を契機として、

今後、持続可能な地域づくりに取り組む必要があること

を論述した。

具体的な施策は示していないが、他地域での事例を参

考にして、それぞれの地域にふさわしい施策を今後検討

していく必要がある。

そのときには、人口戦略会議が持続可能性の指標とし

ている若年女性についても十分に考慮していく必要があ

る。すなわち、女性の就業機会を増やしたり創出したり

することが必要である。能登地域には、以前は日本の各

地域にもみられた伝統的な暮らしやそれに関連する風景

が今でも見られ、それが人々に郷愁を感じさせ、魅力と

なっている。しかし、それらは、昔ながらの暮らしやそ

こでの価値観に根づいて来たものであることにも思いを

はせる必要がある。女性、とくに若い世代の女性にとっ

て働きやすい魅力的な地域はどのよなものであるか、そ

うした検討が必要なのだと思う。
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◆他地域の参考事例

表７ 石川県創造的復興プランの施策文12)

◆おわりに



岐阜県の10～40歳代の女性を対象にした調査ではある

が、被災地域と共通する女性の意識を表しているように

思うので、紹介したい注11)。「岐阜県に住み続けたいと

思うか？」には「住みたい」58%、「住みたくない」42%

である。住みたくない理由として、「昔ながらの慣習や

古い体制の企業が多い」、「岐阜 にある会社が少ない」

などである。30歳代以上も34％が住みたくないと回答し、

その理由として、「昔からのしがらみが多く閉塞的」

「教育が遅れている」などとしている。

注

1)文1)と文2)より作成、文2)については死亡率と出生率

はいずれも中位推計によるものを用いた。5年ごとに数

値が得られるが、表１では10年ごとに示している。

2)文1)より作成

3)文1)より作成

4)一般世帯とは「施設等の世帯」以外の世帯であ り、

施設等には、寮・寄宿舎、病院・療養所、社会施設な

どが含まれる。

5)文2)の予測には、年齢階級別の15～50歳までの出生率

が用いられている。

6)文5)より作成

7)文5)より作成

8)文6)より作成、ただし、2000年以降の人口増減率は文1)

より作成。なお、文6)は住民基本台帳にもとづいてい

る。また、文6)は9月1日の推計値であるため、9月にお

ける豪雨災害の影響は無い。

9)文7)による。調査は8月27日時点の避難者555人に対し

て実施、116人から回答を得た。

10)文13)の会議資料21頁のうち、施策編に関わるものは1

頁で、18頁がリーディングプロジェクトに関するもの

である。

11)文18による。調査は、岐阜県内に通学、通勤する女性

を対象にしたアンケートで岐阜県人口問題研究所が、

本年7月19日～9月17日に実施し、10～40歳代226人から

回答を得た。
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